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議案第１６号     木製机・椅子の売買契約の締結について   下記のとおり売買契約を締結することについて、四万十町議会の議決に付すべき契
約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年四万十町条例第４７号）第３条

の規定により議会の議決を求める。    令和７年３月５日提出  
四万十町長 中尾 博憲    

記  
１ 契約の目的  四万十町立小中学校における令和７年度用木製可動式机及び

学童椅子の購入  
２ 契約の方法  随意契約  
３ 契 約 金 額  ７，０６９，０９５円           うち取引に係る消費税及び地方消費税の額           （６４２，６４５円）  
４ 契約の相手方  高知市小倉町２番８号           高知県木製品工業連合協同組合           代表理事 江西 由紀  
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議案第２８号     第３期四万十町子ども・子育て支援事業計画の策定について   第３期四万十町子ども・子育て支援事業計画を別冊のとおり策定することについて、
四万十町議会基本条例（平成２２年四万十町条例第２６号）第１１条の規定により議

会の議決を求める。    令和７年３月５日提出  
四万十町長 中尾 博憲   
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議案第２９号 

 

   四万十町農業支援住宅条例について 

 

 四万十町農業支援住宅条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町農業支援住宅条例 

 

 （設置） 

第１条 農業の担い手不足を解消し、地域農業の振興及び地域の活性化を図るため、

自営就農者等に対する住居確保を目的として、四万十町農業支援住宅（以下「農業

支援住宅」という。）を設置する。 

 （名称等） 

第２条 農業支援住宅の名称及び位置等は、次の表のとおりとする。 

名称 位置 床面積 建設年度 構造 

米奥団地 1号 四万十町米奥 1983番地４ 62.09㎡ 令和６年度 木造平屋建 

米奥団地２号 四万十町米奥 1983番地６ 93.13㎡ 

米奥団地３号 四万十町米奥 1983番地７ 93.13㎡ 

 （入居者資格） 

第３条 農業支援住宅に入居することができる者は、次に掲げる条件を具備する者で

なければならない。 

(１) 本町で自営就農する者（兼業農家を含み、耕作面積が 30a以上又は農産物の

年間販売金額が 50 万円以上を目標とする者。）又は本町に所在する農業法人等

で雇用就農する者 

(２) 自治会活動その他の地域活動に積極的に参加する意思がある者 

(３) 現に住宅に困窮していることが明らかな者 

(４) 本町に納付すべき公租公課を完納している者 

(５) その者及び現に同居し、又は同居しようとする親族等が暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する

暴力団員でないこと。 

（入居の申込み及び決定） 

第４条 前条に規定する入居者資格のある者で、農業支援住宅に入居しようとする者
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は、規則で定めるところにより入居の申込みをしなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により入居の申込みをした者を農業支援住宅の入居者として

決定したときは、その旨を当該入居者として決定した者に対し、規則で定めるとこ

ろにより通知するものとする。 

（選考委員会） 

第５条 農業支援住宅に入居する者（以下「入居者」という。）の公正な選考につい

て調査審議するため、農業支援住宅入居者選考委員会（以下「選考委員会」という。）

を置く。 

２ 選考委員会は、町長が委嘱し、又は任命する７人以内の委員をもって組織する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 前各項に定めるもののほか、選考委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（入居者の選考） 

第６条 第４条第１項の規定による入居の申込みをした者の数が入居させるべき農

業支援住宅の戸数を超える場合の入居者の選考は、選考委員会の意見を聴いて町長

が決定する。 

２ 前項の場合において優先順位を定め難い者については、公開抽選により入居者を

決定する。 

（家賃の額） 

第７条 農業支援住宅の毎月の家賃は、40,000 円を超えない範囲内において規則で

定める額とする。 

（入居期間） 

第８条 農業支援住宅に入居することができる期間は、入居した日から３年間とする。

ただし、町長が特に必要があると認める場合は、これを延長することができる。 

（入居資格申告） 

第９条 農業支援住宅の入居者は、毎年度、規則で定めるところにより、入居資格の

申告をしなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申告に基づき、入居者資格を認定し、当該入居者に通

知するものとする。 

３ 農業支援住宅の入居者は、前項の規定による認定について、町長に対し、意見を

述べることができる。この場合において、町長は、当該意見が正当であると認める

ときは、当該認定を更正するものとする。 

（準用規定） 

第 10 条 この条例に定めるもののほか、農業支援住宅の管理に関し必要な事項は、

次に掲げる四万十町公営住宅条例（平成 18 年四万十町条例第 144 号。以下「公営

住宅条例」という。）の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「公
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営住宅」とあるのは「農業支援住宅」と読み替えるものとする。 

(１) 入居の手続等（公営住宅条例第 12条） 

(２) 家賃の徴収及び督促（公営住宅条例第 16条及び第 16条の２） 

(３) 敷金及び敷金の運用等（公営住宅条例第 17条及び第 18条） 

(４) 修繕の費用の負担及び入居者の費用負担義務（公営住宅条例第 19 条及び第

20条） 

(５) 入居者の保管義務等及び迷惑行為等の禁止（公営住宅条例第 21 条及び第 22

条） 

(６) 不使用の届出、転貸等の禁止、目的外使用及び模様替え等（公営住宅条例第

23条～第 26条） 

(７) 明渡しに係る検査等及び明渡し請求等（公営住宅条例第 41 条及び第 42 条） 

(８) 使用の許可の取消し（公営住宅条例第 49条） 

(９) 住宅管理人及び立入検査等（公営住宅条例第 50条及び第 51条） 

(10) 罰則（公営住宅条例第 55条） 

（委任） 

第 11条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３０号 

 

   四万十町教職員住宅条例の一部を改正する条例について 

 

 四万十町教職員住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町教職員住宅条例の一部を改正する条例 

 

 四万十町教職員住宅条例（平成18年四万十町条例第164号）の一部を次のように改

正する。 

 別表大正中教員住宅５の項から大正中教員住宅６－２の項までを削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３１号 

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例につ

いて 

 

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のよ

うに定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（四万十町個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

 第１条 四万十町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年四万十町条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３条第３項及び第４項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （四万十町情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第２条 四万十町情報公開・個人情報保護審査会条例（令和５年四万十町条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

  第15条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（四万十町職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正） 

第３条 四万十町職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（平成18年四万十

町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「禁錮
コ

」を「拘禁刑」に改める。 

（四万十町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第４条 四万十町一般職の職員の給与に関する条例（平成18年四万十町条例第41号）

の一部を次のように改正する。 

  第32条第３号及び第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

第33条第１項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改め、同条第５項第１号中「禁錮
コ

」

を「拘禁刑」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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 （罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によ

ることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規

定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑

法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号）第２条の規定による改正前の刑

法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。）第12条に規定

する懲役（以下「懲役」という。）（有限のものに限る。以下この項において同じ。）

又は旧刑法第13条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有限のものに限る。

以下この項において同じ。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれ

ぞれの刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることと

され、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処

せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じ

くする有期禁錮に処せられた者とみなす。 

 （四万十町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等の一部を改正する法律及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第68号）並びにこの条例の施行前に犯

した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪についてされた起訴は、第

４条の規定による改正後の四万十町一般職の職員の給与に関する条例第33条第１

項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定

の適用については、拘禁刑が定められている罪についてされた起訴とみなす。 
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議案第３２号 

 

四万十町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 四万十町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

四万十町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 18 年四万十町条例第 29 号）

の一部を次のように改正する。 

第 11 条第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの子」

に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該子を養育」とあり、」を「並びに第２項」に改める。 

第 19 条第１項中「定める者」の次に「（第 19 条の３第１項において「配偶者等」

という。）」を加える。 

第 19条の２の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第 19 条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至

ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度

又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の

事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条におい

て「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を

講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が 40 歳に達した日の属する年度（４月１

日から翌年の３月 31日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなけ

ればならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第 19 条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにす

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 （１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

 （２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 
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 （３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次条の規定は公布の

日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開

始日とする改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第 11 条第２項の規定に

よる請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うもの

に限る。）を行おうとする職員は、施行日前においても、規則の定めるところによ

り、当該請求を行うことができる。 
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議案第３３号 

 

四万十町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 四万十町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

四万十町職員の育児休業等に関する条例（平成 18年四万十町条例第 30号）の一部

を次のように改正する。 

第 21 条第３項中「第 61 条第 32 項において読み替えて準用する同条第 29 項」を

「第 61条の２第 20項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３４号 

 

   四万十町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例について 

 

 四万十町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例 

 

 四万十町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成18

年四万十町条例第35号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中「 

学校薬剤師（嘱託薬剤師） 薬剤師につき年額24,000円 
」を「 

学校薬剤師（嘱託薬剤師） １校につき年額12,000円 
」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３５号 

 

四万十町町民会館条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町町民会館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲 

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町町民会館条例の一部を改正する条例 

 

四万十町町民会館条例（平成18年四万十町条例第19号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条の表に次のように加える。 

四万十町松葉川コミュニティセンター 四万十町作屋489番地６ 

別表中「 

談話室 600円 150円 

」を「 

談話室 600円 150円 

会議室 600円 150円 

」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３６号 

 

四万十町集会所等条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町集会所等条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲 

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町集会所等条例の一部を改正する条例 

 

四万十町集会所等条例（平成18年四万十町条例第218号）の一部を次のように改正

する。 

別表第１四万十町秋丸集会所及び四万十町野地集会施設の項を削る。 

別表第２中「 

２ 四万十町秋丸集会所 

利用料金 
金額 

利用区分 

普通利用 2,860円

特別利用 9,530円

３ 四万十町野地集会施設 

利用料金 
金額 

利用区分 

普通利用 4,770円

特別利用 9,530円

」を削り、「４ 四万十町大正北ノ川多目的集会所」を「２ 四万十町大正北ノ川多

目的集会所」に、「５ 四万十町江師生活改善センター」を「３ 四万十町江師生活

改善センター」に、「６ 四万十町小野農業構造改善センター」を「４ 四万十町小

野農業構造改善センター」に、「７ 四万十町十和東部地区交流センター」を「５ 

四万十町十和東部地区交流センター」に、「８ 四万十町十和川口集会所」を「６ 

四万十町十和川口集会所」に、「９ 四万十町昭和基幹集落センター」を「７ 四万

十町昭和基幹集落センター」に、「10 その他の集会所」を「８ その他の集会所」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３７号 

 

   四万十町興津青少年旅行村条例の一部を改正する条例について 

 

 四万十町興津青少年旅行村条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町興津青少年旅行村条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町興津青少年旅行村条例（平成18年四万十町条例第139号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第８条関係） 

１ 宿泊（１泊につき） 

区分 一般 小中学生等 単位 

海の家 大広間 2,700円 2,300円 １人 

個室 14,000円 １室（定員４人） 

中央管理棟 2,700円 2,300円 １人 

ログハウス ４人まで14,000円 １棟（１人増すごと

に2,000円増） 

備考 

１ 一般とは、小中学生等及び未就学児以外の者をいう。 

２ 小中学生等とは、小学校、中学校その他これらに準ずる教育施設に在学する者 

をいう。 

３ 未就学児（学齢に達しない者をいう。）は、無料とする。 

 

２ 貸与料 

区分 金額 単位 

テント（１泊） 2,000円 １張り 

 

３ 利用料 

区分 金額 単位 

15



キャンプサイト（１泊） 2,500円 １区画 

温水シャワー 100円 １回 

備考 １区画の横幅が７ｍを超える場合は50％増 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

16



議案第３８号 

 

   四万十町ホビー館条例の一部を改正する条例について 

 

 四万十町ホビー館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町ホビー館条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町ホビー館条例（平成22年四万十町条例第21号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第３号から第５号までを次のように改める。 

(３) 新館 

(４) 交流広場 

(５) ふれあい市広場 

第４条第１号中「の資料」を削り、同条第４号中「前各号」を「前３号」に改め

る。 

第５条の見出し中「行なう」を「行う」に改め、同条第３項ただし書を削り、同

条第４項を次のように改める。 

４ 第１項の規定によりホビー館の管理を指定管理者に行わせる場合の第８条から

第16条までの規定の適用については、第８条中「入館料」とあるもの並びに第11

条中「使用料」とあるもの並びに第14条及び第15条中「入館料及び使用料」とあ

るのは「利用料金」と、第８条第１項、第９条から第11条まで及び第13条から第

16条までの規定中「町長」とあるのは「指定管理者」と、第８条第２項及び第11

条第２項中「町長が規則で定める額」とあるのは「あらかじめ町長の承認を得て

指定管理者が定める額とし、指定管理者の収入」と読み替えるものとする。 

第５条第５項を削る。 

第６条第１項を次のように改める。 

 ホビー館の休館日は、火曜日（火曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に規定する休日に当たるときは、その日後において、その日に最も近

い休日でない日）とする。 

第８条を次のように改める。 

（入館料） 
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第８条 ホビー館が展示するフィギュア等を観覧する者（以下「観覧者」という。）

は、入館料を町長に納付しなければならない。 

２ 入館料は、別表１に定める基準額に、消費税法（昭和63年法律第108号）第29条

に規定する消費税の税率を乗じて得た金額（以下この項において「消費税額」と

いう。）と、消費税額に地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の83に規定する

地方消費税の税率を乗じて得た金額を加えた金額の範囲内において、町長が規則

で定める額とする。 

第10条の見出し中「利用の許可等」を「使用の許可等」に改め、同条第１項及び

第２項中「利用」を「使用」に改め、同条第３項を削る。 

第16条を第17条とする。 

第15条中「利用者」を「使用者」に改め、同条を第16条とする。 

第14条中「利用料」を「使用料」に改め、同条を第15条とする。 

第13条中「利用料」を「使用料」に改め、同条を第14条とする。 

第12条の見出し及び同条第１項各号列記以外の部分中「利用」を「使用」に改め、

同項第１号中「利用者」を「使用者」に改め、同項第２号中「利用者が利用」を

「使用者が使用」に改め、同条第２項中「利用者」を「使用者」に改め、同条を第

13条とする。 

第11条中「利用者」を「使用者」に、「利用」を「使用」に改め、同条を第12条

とする。 

第10条の次に次の１条を加える。 

（使用料） 

第11条 前条第１項の規定による許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、

使用料を町長に納付しなければならない。 

２ 使用料は、別表２に定める基準額に、消費税額と、消費税額に地方税法第72条

の83に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額を加えた金額の範囲内におい

て、町長が規則で定める額とする。 

別表１及び別表２を次のように改める。 

別表１（第８条関係） 

区分 
基準額（１人１回につき） 

個人 団体 

本館 

一般 1,000円 900円 

小中学生等 500円 450円 

未就学児 無料 

企画展 

一般 
町長がその都度定める額 

小中学生等 

未就学児 無料 

備考 
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１ 団体とは、20人以上をいう。 

２ 一般とは、小中学生等及び未就学児以外の者をいう。 

３ 小中学生等とは、小学校、中学校その他これらに準ずる教育施設に在学する者

をいう。 

４ 未就学児とは、学齢に達しない者をいう。 

５ 障害者手帳の交付を受けている者は、半額とする。 

６ 療育手帳、１種認定の身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者の介護者は、１人に限り半額とする。 

７ 高知県内の学校等が教育活動に利用する場合は、団体の基準額とする。 

８ 長寿手帳の交付を受けている者は、団体の基準額とする。 

 

別表２（第11条関係） 

区分 単位 
基準額 摘要 

平日 土・日・休日  

交流広場 １区画 1,910円 2,860円 おおむね３ｍ×２ｍの

区画 

ふれあい市広場 １区画 1,910円 2,860円 おおむね３ｍ×２ｍの

区画 

備考 

１ この表において「土・日・休日」とは土曜日、日曜日及び国民の祝日に関す

る法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日をいい、「平日」とはそれ以外

の日をいう。 

２ 基準額は、１日（午前８時から午後８時まで）当たりとする。ただし、使用

時間（専ら使用者の本来の使用目的に使用する時間のほか、その準備及び後片

付け等に要する時間を含むものとする。）が４時間以内の場合は、基準額の

70％に相当する額とする。 

３ 展示販売行為等営利を目的として使用する場合は、基準額の150％に相当する

額とする。 

４ この表に定めのない附属設備の使用及び電気機器の持込使用により通常以上

の電力を消費する場合の特別加算額は、町長が定める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３９号 

 

四万十町水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例

の一部を改正するについて 

 

四万十町水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例

の一部を改正する条例 

 

四万十町水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例（平

成24年12月20日条例第42号）の一部を次のように改正する。 

第１条を次のように改める。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、水道法（昭和32年法律第177号。以下「法」という。）第12条

及び第19条第３項の規定に基づき、技術上の監督業務を行わせなければならない

水道の布設工事の基準及び当該工事の施行に関する技術上の監督業務を行う者

（以下「布設工事監督者」という。）に必要な資格基準並びに水道技術管理者に

必要な資格基準について定めるものとする。 

 第３条及び第４条を次のように改める。 

 （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。以下同

じ。）又は旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学において土木工学科又

はこれに相当する課程を修めて卒業した後、３年以上水道、工業用水道、下水

道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者（１年６か月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

(２)  学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若

しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、４年以上

水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年以上水道に関
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する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(３)  学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含

む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）によ

る専門学校（次号において「短期大学等」という。）において土木科又はこ

れに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程に

あっては、修了した後。次号において同じ。）、５年以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（２年６か月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(４) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を

修めて卒業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者（３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。） 

(５) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭

和18年勅令第36号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）

において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道

等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６か月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(６) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を

修めて卒業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者（４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。） 

(７) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

(８) 第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法による大学院研究科に

おいて１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又は

大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、

第１号の卒業者にあっては２年以上、第２号の卒業者にあっては３年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（第１号の卒業者にあ

っては１年以上、第２号の卒業者にあっては１年６か月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(９) 外国の学校において、第１号から第６までに規定する過程に相当する過

程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に

修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道

等の最低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

(10) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定による第２次試験
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のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を

選択した者に限る。）であって、１年以上水道等に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者（６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。） 

(11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項及び第２項の規

定による土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以

上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（１年６か月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

２ 簡易水道事業、給水人口が５万人以下である水道事業又は１日最大給水量が

２万５千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道（以下

「簡易水道等」という。）に係る前項の規定の適用については、同項第１号中

「３年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この項において

「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（１年

６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者」と、同項第２号中「４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」とあるのは「２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者」と、同項第３号中「５年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（２年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。）」とあるのは「２年６か月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者」と、同項第４号中「６年以上水道等に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者（３年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「３年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第５号中「７年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６か月以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「３年６か月

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第６号中

「８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは

「４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第

７号中「10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」とあるのは「５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者」と、同項第８号中「２年以上、第２号の卒業者にあっては３年

以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（第１号の卒業

者にあっては１年以上、第２号の卒業者にあっては１年６か月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「１年以上、
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第２号の卒業者にあっては１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有するもの」と、同項第９号中「最低経験年数以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の

最低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）」とあるのは「水道等の最低経験年数の２分の１以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第10号中「１年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（６か月以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「６か月

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの」と、同項第11号

中「３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（１年

６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「１年６か月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 

(１) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科

若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法に

よる専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する

学校を卒業した者については３年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した

者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）については５

年以上、同項第５号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(２) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において、工学、理

学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及

び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教

育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規

定する学校を卒業した者については４年以上、同項第３号に規定する学校を卒

業した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）につい

ては６年以上、同項第５号に規定する学校を卒業した者については８年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(３) 10年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(４) 前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において、工学、理

学、農学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程

を修めて卒業した（当該課程を修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期課

程（以下この号において「専門職大学前期課程」という。）を修了した場合を

含む。）後、同項第１号に規定する学校の卒業者については５年以上、同項第

３号に規定する学校の卒業者（専門職大学前期課程の修了者を含む。次号にお

いて同じ。）については７年以上、同項第５号に規定する学校の卒業者につい
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ては９年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(５) 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又は前号に規

定する課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得

する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する

最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(６) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講

習の課程を修了した者 

(７) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格

した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した者に限る。）であっ

て、１年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

(８) 建設業法施行令第34条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る

１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有するもの 

２ 簡易水道等又は１日最大給水量が１万立方メートル以下である専用水道に係る

前項の規定の適用については、同項第１号中「３年以上」とあるのは「１年６か

月以上」と、「５年以上」とあるのは「２年６か月以上」と、「７年以上」とあ

るのは「３年６か月以上」と、同項第２号中「４年以上」とあるのは「２年以上」

と、「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年以上」とあるのは「４年以

上」と、同項第３号中「10年以上」とあるのは「５年以上」と、同項第４号中

「５年以上」とあるのは「２年６か月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年

６か月以上」と、「９年以上」とあるのは「４年６か月以上」と、同項第５号中

「最低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」と、同項第７

号中「１年以上」とあるのは「６か月以上」と、同項第８号中「３年以上」とあ

るのは「１年６か月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４０号 

 

四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例について 

 

四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

 

四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年

四万十町条例第18号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「第７条第２号」を「第７条第１項第２号」に改める。 

第７条第１項本文中「及び第５項」を「、第５項及び第６項」に、「第３号」を

「以下この条」に改め、同項第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支

援」という。）を実施する」に改め、同項第３号中「この号」の次に「及び第６項

第１号」を加え、同条中第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、同条第３項中

「前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者として適切に確保しなければならない」を「前項各号の代替保育連携協力者と

は、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをいう」に改め、同項第１号

中「当該家庭的保育事業者等」を「家庭的保育事業者等」に、「第29条に規定する

小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模保育事業

Ａ型事業者等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満たすと認

める」を「いずれかを満たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に改め、同

項各号を次のように改める。 

(１) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次

のア及びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 
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ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

(２) 町長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のため

に必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であ

ること。 

第２条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 町長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満た

すと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

(１) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

(２) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第28条に規定する小規模保育事業Ａ

型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において

「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事

項に係る連携協力を行うものをいう。 

第17条第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第19条第７号中「、終了」を「及び終了」に、「及び利用」を「並びに利用」に

改める。 

第24条第２項中「次の」の次に「各号の」を加える。 

第30条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を「25

人」に改め、同条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改める。 

第32条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を「25

人」に改め、同条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改める。 

第34条第５号中「屋外遊技場」を「屋外遊戯場」に改める。 

第45条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を「25

人」に改め、同条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改める。 

第46条第２項中「第７条第１項」を「第７条第１項本文」に改める。 

第48条第２項第３号中「20人」を「15人」に改め、同項第４号中「30人」を「25

人」に改め、同条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改める。 

附則第３条中「10年」を「15年」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれ

があるときは、当分の間、この条例による改正後の四万十町家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準を定める条例第30条第２項、第32条第２項、第45条第

２項及び第48条第２項の規定は、適用しない。この場合において、この条例によ

る改正前の四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

第30条第２項、第32条第２項、第45条第２項及び第48条第２項の規定は、この条

例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 

27



議案第４１号 

 

四万十町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

四万十町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成26年四万十町条例第19号）の一部を次のように改正する。 

第２条第19号中「の規定において」を「において」に改める。 

第６条中「第13条」を「第14条」に改める。 

第７条第１項本文中「第３号」を「以下この条」に改める。 

第14条第４項第５号中「前４号」を「前各号」に改め、同条第５項中「前４項」

を「前各項」に改める。 

第20条中「教育・保育認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第21条中「の各号」を削り、同条第４号中「、提供」を「並びに提供」に改める。 

第24条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示し」を「掲示するととも

に、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されること

を目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線

放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供し」に改める。 

第33条中「の各号に定め」を「に掲げ」に改める。 

第35条第２項中「の各号」を削り、同項第２号中「保育の」の次に「提供の」を

加え、同項第３号中「に規定」を「の規定」に改める。 

第36条第３項中「第13条第２項」を「第14条第２項」に改める。 

第37条第２項中「法第19条第１号」を「同条第１号」に改め、同条第３項中「第

13条第２項」を「第14条第２項」に改める。 

第38条第１項中「、１人以上５人以下とし」を「１人以上５人以下」に改め、

「Ａ型をいう。」の次に「第43条第３項において同じ。」を、「Ｂ型をいう。」の
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次に「同項において同じ。」を加え、「、６人以上19人以下とし」を「６人以上19

人以下」に、「、６人以上10人以下とし」を「６人以上10人以下」に、「、１人」

を「１人」に改める。 

第39条中「第46条」を「第47条」に、「第43条第１項」を「第43条」に改める。 

第40条第３項中「前項の選考方法」を「同項の選考方法」に改める。 

第43条第１項中「この項」の次に「から第７項まで」を加え、同項第１号中「を

行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同項

第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中第９項を第11項とし、

第８項を第10項とし、同条第７項中「第１項第１号」を「同項第１号」に改め、同

項を同条第９項とし、同条第６項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を

同条第８項とし、同条第５項を同条第７項とし、同条第４項第１号中「同法第73条

第１項」を「同法附則第73条第１項」に、「満３歳未満保育認定こども」を「満３

歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条第６項とし、同条第３項中「前項の場

合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者とし

て適切に確保しなければならない」を「前項各号の代替保育連携協力者とは、第１

項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをいう」に改め、同項第１号中「当該

特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者」に、「小規模保育事業Ａ型若

しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模

保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型事業者等」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満たすと認める」を「いずれかを満

たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に改め、同項各号を次のように改め

る。 

(１) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、

次のア及びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分

担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

(２) 町長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のた

めに必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難で

あること。 

第43条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 町長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

(１) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 
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(２) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割

の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模

保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業

Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力

を行うものをいう。 

第44条第５項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第６項中「第４項」を「同項」に改める。 

第47条中「の各号」を削り、同条第４号中「、提供」を「並びに提供」に改め、

同条第７号中「、終了」を「及び終了」に、「及び利用」を「並びに利用」に改め

る。 

第48条中「教育・保育給付認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め

る。 

第50条第２項第２号中「保育の」の次に「提供の」を加える。 

第52条第３項中「場合には」の次に「、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を」を加え、「法第19条第１号又は第３号」を「同号又は同条第３号」に改め、

「することが」を削り、「第２項から第４項まで」を「前３項」に改める。 

第53条第２項中「支給認定こども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同

条第３項中「場合には、」の次に「特定地域型保育には」を加える。 

第54条第２項第１号イ中「教育・保育認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同条第４項第２号中「方法」を「方式」に改め、同条第６項中「い

う。）」を「いう。）」」に、「提供した」を「提出した」に改める。 

附則第４条中「10年」を「15年」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４２号 

 

四万十町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

 四万十町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

 

令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 

四万十町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年四万十

町条例第41号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、同条第３号中「第

２条第９項」を「第２条第10項」に改め、同条第４号中「第２条第12項」を「第２

条第13項」に改め、同条第５号中「第２条第14項」を「第２条第15項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４３号 

 

四万十町家地川地域活性化拠点施設条例の一部を改正する条例について 

 

四万十町家地川地域活性化拠点施設条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲 

 

四万十町条例第 号 

 

四万十町家地川地域活性化拠点施設条例の一部を改正する条例 

 

四万十町家地川地域活性化拠点施設条例（令和３年四万十町条例第１号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第１号中「使用に関すること。」を「利用に関する事業」に改め、同条第２

号から第４号までの規定中「こと。」を「事業」に改め、同条中第５号を第６号とし、

第４号の次に次の１号を加える。 

(５) 簡易宿泊施設の運営に関する事業 

第４条中「に規定する指定管理者」を「の規定に基づき、法人その他の団体で町長

が指定する者」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則に従い、常に善良な管理者の

注意をもって拠点施設を管理しなければならない。 

第５条第１項第２号及び第４号中「使用」を「利用」に改め、同条第２項を削る。 

第６条の見出し中「使用」を「利用」に改め、同条第１項中「使用」を「利用」に

改め、「町長又は」を削り、同条第２項中「町長又は」を削り、「使用」を「利用」

に改める。 

第７条の見出し中「使用」を「利用」に改め、同条中「町長又は」を削り、「使

用」を「利用」に改める。 

第８条の見出し中「使用許可」を「利用許可」に改め、同条各号列記以外の部分中

「町長又は」を削り、「使用を制限」を「利用を制限」に、「使用許可」を「利用許

可」に改め、同条第１号中「使用許可」を「利用許可」に、「使用者」を「利用者」

に、「使用の取消し」を「利用の取消し」に改め、同条第２号中「使用者が使用許

可」を「利用者が利用許可」に改め、同条第３号中「使用者の使用」を「利用者の利

用」に改め、同条第４号中「使用者」を「利用者」に、「使用許可」を「利用許可」

に改め、同条第５号中「使用者の使用」を「利用者の利用」に改め、「町長若しく
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は」を削り、同条第６号中「使用者」を「利用者」に、「使用申請」を「利用申請」

に、「使用許可」を「利用許可」に改める。 

第９条の見出し中「使用権」を「利用権」に改め、同条中「使用者」を「利用者」

に改める。 

第10条中「使用者」を「利用者」に改める。 

第11条の見出し中「使用料及び」を削り、同条第１項中「使用者」を「利用者」に

改め、「使用料又は」を削り、同条第２項中「使用料は、別表第１」を「利用料金は、

別表」に改め、「（次項において「消費税相当額」という。）」を削り、「町長が規

則で定める額とする」を「あらかじめ町長の承認を得て指定管理者が定める額とし、

指定管理者の収入とする」に改め、同条中第３項を削り、第４項を第３項とし、同条

第５項中「第３項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とする。 

第12条の見出し中「使用料及び」を削り、同条第１項を削り、同条第２項を同条と

する。 

第13条の見出し中「使用料及び」を削り、同条各号列記以外の部分中「使用料及

び」を削り、同条第１号中「使用できない」を「利用できない」に、「使用者」を

「利用者」に改め、同条第２号中「使用者」を「利用者」に、「使用する」を「利用

する」に、「使用の取消し」を「利用の取消し」に、「使用許可」を「利用許可」に、

「使用料」を「利用料金」に改め、同条第３号中「町長又は」を削る。 

第14条第２項中「使用者は、その使用」を「利用者は、その利用」に、「使用許

可」を「利用許可」に、「使用の」を「利用の」に改め、同項ただし書中「町長又

は」を削る。 

第15条ただし書中「又は指定管理者」を削る。 

別表第１を次のように改める。 

別表（第11条関係） 

区分 基準額 

簡易宿泊施設 短期宿泊 １人１泊につき3,700円 

長期宿泊 １室につき月額36,400円 

多目的室 1,000円（利用時間が４時間を超える場合は、

1,000円に当該超える時間１時間までごとにつ

き200円を加算した額） 

レクリエーション室 無料 

体育館 １時間につき600円 

備考 

１ 未就学児は、無料とする。 

２ 長期滞在の利用期間は、１月以上２年以内とする。 

別表第２を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４４号 

 

   四万十町作屋就業改善センター条例を廃止する条例について 

 

 四万十町作屋就業改善センター条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月５日提出 

 

四万十町長 中尾 博憲   

 

四万十町条例第 号 

 

   四万十町作屋就業改善センター条例を廃止する条例 

 

 四万十町作屋就業改善センター条例（平成 18 年四万十町条例第 227 号）は、廃止

する。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４５号     四万十町家地川地域活性化拠点施設に係る指定管理者の指定について   四万十町家地川地域活性化拠点施設に係る指定管理者を下記のとおり指定するこ
とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に

より議会の議決を求める。    令和７年３月５日提出  
四万十町長 中尾 博憲    

記  
１．指定管理者  四万十町家地川６８９番地３          四万十オルモ組合           
２．指定期間   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第４６号     四万十町ホビー館に係る指定管理者の指定について   四万十町ホビー館に係る指定管理者を下記のとおり指定することについて、地方自
治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求

める。    令和７年３月５日提出  
四万十町長 中尾 博憲    

記  
１．指定管理者  四万十町下呉地字下影野１５７番３号          株式会社奇想天外   
２．指定期間   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第４７号     四万十町打井川地域づくりセンターに係る指定管理者の指定について   四万十町打井川地域づくりセンターに係る指定管理者を下記のとおり指定するこ
とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に

より議会の議決を求める。    令和７年３月５日提出  
四万十町長 中尾 博憲    

記  
１．指定管理者  四万十町打井川１４６７番地１          四万十町打井川地区会           
２．指定期間   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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